
（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【警察本部】 機動センターの老朽化に伴う庁舎改築仮庁舎建設費

18～42年度 20～21年度新

１ 機動センター庁舎 機動センター庁舎建設費（２か年継続事業）［794,936］ 1,997,928 1,997,928
一財 794,936 県債 1,425,000 県債 1,425,000建設費

建設費総額 １９億９，７９２万８千円（ ２か年 継続事業 第１ 一財 572,928 一財 572,928

年次）

内訳（２０年度） ２億３，７９２万５千円

（２１年度）１７億６，０００万３千円

【建 設 概 要】

所 在 地 さいたま市西区二ツ宮８８３－１

（現在地改築）

敷 地 面 積 ６，９５２㎡

庁 舎 重量鉄骨造 ４階 約３，６００㎡

附 帯 施 設 訓練施設、装備課倉庫

建 設 年 度 平成２０年度～平成２１年度

警察本部

－ １ －

【審査の考え方】

現施設の老朽化、狭あい化及び耐震性の状況を勘案し、必

要性を認め要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

老朽化及び狭あい化を解消するため、隣接する用地を購入

し寄居警察署の庁舎改築を行う新

２ 寄居警察署庁舎 １ 庁舎建設調査設計費68,728 68,728
６，８７２万８千円建設関係経費 県債 59,000 県債 59,000

・建 設 概 要一財 9,728 一財 9,728

所 在 地 寄居町大字桜沢９２３（現在地改築）

敷 地 面 積 ５，２５９㎡

（うち拡張面積 １，４２６㎡）

庁 舎 鉄筋コンクリート造 ５階

㎡約４，２００

別棟(仮設庁舎) 鉄骨造 ２階 約１，２００㎡

建 設 年 度 平成２１年度～平成２３年度

総 建 設 費 約２５億円

（用地先行取得事業） ２ 用地購入費(用地先行取得事業)99,221 99,221
９，９２２万１千円繰入 99,221 繰入 99,221

・用地の概要

敷 地 面 積 約１，４２６㎡（現庁舎隣接地）

所 有 者 民間

平成２２年度に買戻し予定

警察本部

－ ２ －

【審査の考え方】

現警察署の老朽化、狭あい化及び耐震性の状況を勘案し、

必要性を認め要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

狭あいな敷地の解消及び将来の改築コストを削減するため

に、所沢警察署に隣接する国有地を購入する新

３ 所沢警察署改築事業 用地先行取得事業638,773 638,773
繰入 638,773 繰入 638,773（用地先行取得事業）

○隣接する国有地の概要

所 在 地 所沢市並木１－５、１－６－２

※さいたま地方法務局所沢支局跡地

敷地面積 約１，９７１㎡

○所沢警察署の整備計画

平成２７年度 調査設計

平成２８年度～３０年度 建設工事

警察本部

－ ３ －

【審査の考え方】

現警察署の敷地の狭あい状況を勘案し、必要性を認め要

求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

耐震性向上のほか、老朽化及び狭あい化を解消するため、

西入間警察署の庁舎改築を行う

調査設計費 20～22年度新

４ 西入間警察署庁舎 西入間警察署庁舎建設費〔95,051〕 3,215,763 3,215,763
建設費総額 ３２億１，５７６万３千円建設費 県債 71,000 国庫 294,284 国庫 294,284

内訳（２０年度） ２億９，０６４万２千円（３か年継続事業第１年 一財 24,051 県債 1,903,000 県債 1,903,000

（２１年度） １６億９，５２９万８千円次・国庫補助） 一財 1,018,479 一財 1,018,479

（２２年度） １２億２，９８２万３千円

・建 設 概 要

所 在 地 坂戸市関間２－４－１７

（現在地改築）

敷 地 面 積 ４，６９３㎡

庁 舎 鉄骨鉄筋コンクリート造 ６階

約５，６００㎡

建 設 年 度 平成２０年度～平成２２年度

【参考 仮設庁舎借上げ計画】

・仮設庁舎概要

建 設 地 坂戸市千代田３－１５

女子栄養大学短期大学部若葉グラウンドの一部

敷 地 面 積 ２，４９８㎡

仮 設 庁 舎 プレハブ造 ３階 約１，３４３㎡

警察本部

－ ４ －

【審査の考え方】

現庁舎の老朽化、狭あい化及び耐震性の状況を勘案し、必

要性を認め要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

警察非常勤職員の増員により、警察官及び警察職員の過重な負

担を軽減補完し、県民の安全・安心な生活を確保する

新 ５９人 → ５３人177,937 158,547 非常勤職員の増員 計

諸収入 17,928 諸収入 15,974５ 警察職員の増員に

（内訳）伴う経費 一財 160,009 一財 142,573

・交番相談員（現員 ２６７人）（非常勤職員経費）

４５人 ５０人→
１億３，２２７万３千円 １億４，７７６万６千円

・スクールサポーター（現員 ３２人）

８人 ０人→
２，５８９万６千円 ０

※うち８人(H17～H19暫定配置分)は、２年間の暫定配置を継続

・留置管理業務専門員（現員 １９人）

６人 ３人
→

１，９７６万８千円 １，０７８万１千円

【参考】過去の増員状況

H14 H15 H16 H17 H18 H19

交番相談員 ０ ０ ２０ ４２ ４２ ４２

スクールサポーター ８ １６ ０ ８ ０ ０

留置管理業務専門員 １１ ０ ０ ５ ３

※Ｈ１７のスクールサポーター８人は３年間の暫定配置

警察本部

－ ５ －

【審査の考え方】

２０年度は警察官の増員がないこと、交番の一時不在に

対する県民の要望が高いことなどを勘案し、必要性を認め

措置した。

スクールサポーターについては、既存の８人について

２年間の暫定配置の継続を認めた。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

信号機等の交通安全施設の整備

信号機新設 １６３基（⑲１９７基）６ 交通安全施設整備 3,676,826 3,619,941 3,619,941
国庫 828,418 国庫 1,169,447 国庫 1,169,447関係経費

１ 交通安全施設整備費（国庫補助事業）県債 1,564,000 県債 1,412,000 県債 1,412,000

２３億５，１２４万７千円一財 1,284,408 一財 1,038,494 一財 1,038,494

信号機新設 １００基（⑲２６基）

（ ）２ 人にやさしい道路交通環境づくりの推進 事故防止対策

１億５，８９６万２千円

信号機新設 １１基（⑲７６基）

（ ）３ 人にやさしい道路交通環境づくりの推進 新設道路対策

４億８，９０６万３千円

信号機新設 ４５基（⑲８５基）

新設道路の供用開始に伴う信号機等の整備

部

４ 緊急市町村道安全対策事業

４，０６２万８千円

信号機新設 ７基（⑲１０基）

事故多発エリアにおける交通安全対策

エリア数 １０エリア（⑲１０エリア）

５ 交通安全施設整備費（更新事業）

５億８，００４万１千円

道路標識更新 ５，２８８本（⑲６，７４７本）

〈参考〉うち信号柱倒壊事案対策 ４，３４０万７千円

警察本部

－ ６ －

【審査の考え方】

県内各所における交通安全施設整備の必要性を認め、要

求額を措置した。


